
予算計上額 頁

地域交流館管理運営事業 新規 19,688 41外

市民活動センター運営事業 拡大 3,003 49

地域福祉推進事業 継続 24,284 60

障がい者総合支援法事業 継続 796,639 63

子ども・子育て支援等運営事業 拡大 16,111 68

乳幼児医療助成事業 拡大 79,449 72

高齢者肺炎球菌ワクチン予防接種助成事業 継続 2,280 77

健康マイレージ事業 継続 715 77

健康増進事業（各種がん検診事業等） 継続 38,969 77外

母子保健事業（各種健診事業） 継続 33,680 78

放課後の子どもの居場所事業（市民協働事業提案分） 新規 560 111

災害時要援護者支援推進事業 継続 722 60

住宅用再生可能エネルギーシステム導入促進費補
助事業

継続 10,000 80

次世代自動車充電インフラ整備事業 継続 7,435 80

（仮称）泉南阪南共立火葬場建設事業 継続 17,297 81

単独処理浄化槽撤去費補助事業 拡大 450 84

泉州南消防組合負担金 継続 616,118 97

大阪府防災行政無線再整備事業 新規 17,648 99

地域防災計画等修正事業 継続 4,482 99

デジタル防災行政無線(移動系）整備事業 継続 100,000 99

男女共同参画推進事業 継続 1,505 46外

人権相談運営事業 継続 3,024 58

阪南市フレンドシップコンサート事業（市民協働
事業提案分）

新規 48 101

学習支援員配置事業 新規 11,629 101外

小学校耐震・老朽対策事業 継続 638,727
103
104

学校情報化推進事業 新規 11,200
103
106外

生涯学習推進計画策定業務 拡大 1,412
109
110

中学校給食運営事業 継続 83,245
118
119

青年就農給付金給付事業 継続 1,500 86

企業誘致促進奨励金交付事業 継続 23,191 89

観光振興対策事業 拡大 17,373 89

コミュニティバス運行事業 継続 37,898 49外

男里川水系一斉清掃行動事業（市民協働事業提案分） 新規 173 91

鳥取ノ荘駅及び周辺整備事業 拡大 34,636 95

和泉鳥取駅及び周辺整備事業 新規 4,540 95

職員研修実施事業 見直し 3,894
40
42外

ふるさとまちづくり応援寄附感謝事業 新規 286 45

総合計画策定等事業 拡大 246 46

新たに開設する阪南市地域交流館等へ、全コースから乗り入れすることができるようにするとともに、
市民要望を考慮した運行ルートの変更やダイヤの見直しなど、利便性の向上を図る。

旧尾崎小学校跡地を利活用した地域交流館に移転する市民活動センター(夢プラザ）において、「協働に
よるまちづくり」の推進に向け、市民公益活動の活性化を図るとともに、情報発信、交流、人材育成、
コーディネート機能の充実を図る。

泉佐野市以南の3市3町で設立した泉州南消防組合のもと、災害等に迅速に対応できる消防・救急体制の
充実強化を図る。

教育環境改善のため、整理統合整備計画との整合をとりつつ、大地震に対して大きな損傷を受ける可能
性のある校舎の耐震化を行う。また老朽化が激しい建物についても大規模改修を進める。

阪南吹奏楽団の団員が習得している楽器演奏技術を子どもたちに伝えることで、音楽を通じた世代間交
流をするとともに、子どもたちの向上心を喚起し、文化活動に対する意識を育み、青少年の健全育成を
図る。

障がい児教育支援事業に加え、通常の学級における、LD（学習障がい）、ADHD（注意欠陥多動性障が
い）、高機能自閉症等の発達障がいの可能性のある児童・生徒に学習支援員を配置し、適切な学習支援
を行う。

学力や体力の根幹となる中学生の「食」を充実させ、全ての子供たちの教育環境を整えるため、栄養と
バランス、必要なエネルギー量のとれた完全給食による全員喫食を実施するため、デリバリー方式によ
る中学校給食を実施する。

災害時において、通信手段を確保するため、現在の老朽化したアナログ防災行政無線（移動系）を廃止
し、新たにデジタル防災行政無線（移動系）の整備を行う。

男女共同参画社会の実現に向け、講座や広報等を通じた啓発を行うとともに、配偶者からの暴力（DV)
等の防止や被害者の支援等を行う。

人権に関する悩みのある相談者に適切な助言や情報提供等を行うことにより、相談者が自らの主体的な
判断で課題を解決することができるように支援する。

第４章  　生涯にわたり学び、地域に還元できるまち

高齢者の肺炎を予防し健康の保持増進を図るため、助成対象年齢を75歳以上から70歳以上に拡充し、肺
炎球菌ワクチン予防接種費用の一部を助成する。

子どもが放課後、自由に友だちと遊び、安心して人間関係を作りあうことができる健全育成に必要な
「子どもの居場所」を地域に確保するとともに、子どもたちと大人の交流活動を通じて、自主性・主体
性・協調性のある子どもの育成を図る。

災害時要援護者支援推進事業（くらしの安心ダイヤル事業）登録者の情報を地域の関係団体と共有し、
日常の見守りや声かけ、地域行事へのお誘いや災害時の安否確認などを行う。

環境に負荷の少ない低炭素社会の形成の促進を図り、地球温暖化防止に寄与することを目的として、住
宅用の太陽光及び太陽熱システムの設置に対して補助金を交付する。

第５章  　地域資源を活かした、にぎわいのあるまち

総合計画の実現に向け策定する行政経営計画をより実効性の高いものにするため、市民参画による外部
評価制度を導入する。

特定の年齢に達した市民に、子宮頸がん、乳がん及び大腸がんの検診費用が無料になるクーポン券を送
付するとともに、すべてのがん検診が500円以下で受診できる制度を実施し、がんの早期発見と健康意識
の普及啓発を図る。

関係機関の協力のもと、駅山側改札設置の平成27年度供用開始に向け関連事業を推進するとともに、駅
周辺の交通結節機能を強化し、市民の利便性、快適性の向上を図る。

関係機関の協力のもと、駅及び周辺地区のバリアフリー化に着手するとともに、駅周辺の交通結節機能
を強化し、市民の利便性、快適性の向上を図る。

人材育成基本方針に基づき、引き続き職員研修を計画的に実施し、すべての職員が、めざすべき職員像
である「行政のプロフェッショナルとしての使命と責任を果たすため、自ら考え果敢に挑戦する職員」
となるよう職員の育成に取り組む。

ふるさと応援寄附の促進を図るため、寄附者に対し地域の特産である阪南ブランド商品をお礼品として
贈呈する。

就農初期段階の青年就農者に対して経営開始型の給付金を支給することにより、就農意欲の喚起と就農
後の定着を図る。

山中渓の桜や、海水浴場、秋祭りなど、豊富な自然や特色ある歴史的観光資源の活用や、市内ものづく
り企業を中心とした産業観光を創出し観光振興を図る。また、新たに観光協会を設立することにより観
光資源の活用や情報発信を強化し、観光として魅力あるまちの形成を図る。

河川環境を守ることの重要性を広く市民に啓発するため、幅広い市民や団体等の参加により、男里川水
系の一斉清掃活動を行う。

児童生徒の授業および教職員の業務に必要なパソコン機器を整備し、学校の情報化を推進する。

生涯を通じて教育を受ける環境の充実を図り、生涯学習施策へ反映させるため、「阪南市生涯学習推進
計画」を策定する。

平成28年度の運営開始に向け、泉南市との広域的な連携により（仮称）泉南阪南共立火葬場建設事業を
推進する。

生活排水処理率の向上を図るため、公共下水道認可区域外において合併処理浄化槽を設置する家庭等
に、これまでの単独処理浄化槽を撤去する費用の助成を行う。

大阪府防災行政無線再整備事業への負担金事業として、無線機、PC等端末設備等の機器設置工事、旧設
備撤去、既設庁内交換機の改修等を行う。

南海トラフ巨大地震を想定した大阪府の市町村別被害状況シミュレーションを踏まえ、公募市民も参画
した防災会議において、「阪南市地域防災計画」を見直し、災害に強いまちづくりを進める。

大阪府の次世代自動車充電インフラ整備に係るビジョンに基づき、本庁舎敷地内に電気自動車及びプラ
グインハイブリッド自動車の充電設備として、急速充電設備を設置する。

第６章  　美しい自然と調和し快適に暮らせるまち

第７章  　持続可能な発展を支える行政経営のまち

平 成２６年 度　 主 要 事 業 一 覧

第１章　  おもいやりとふれあいがあふれる活気のあるまち

第２章　  健やかに、いきいきと自立して暮らせるまち

第３章　  いつまでも安全に、安心して暮らせるまち

事    　　業　　    名 事　    業    　内    　容

旧尾崎小学校跡地を利活用した市民公益活動、地域福祉活動、生涯学習活動等の相互連携を行うことが
できる施設として開設する「地域交流館」の管理運営を指定管理者制度導入により、効率的かつ効果的
に行う。

「市民みんなの基本的人権を大切にする福祉のまちづくり」に向け、公民協働で策定した地域福祉推進
計画の進捗管理を行うとともに、小学校区ごとに設立された校区福祉委員会による小地域ネットワーク
活動を支援する。

障がいのある方が住み慣れた地域で、自立した日常生活や社会生活を営むことができるよう、居宅介
護、共同生活援助、計画相談支援、地域移行支援、地域定着支援、補装具給付等、必要な自立支援給付
を行う。

子ども・子育て関連３法に基づく子ども・子育て支援新制度が平成27年度から開始されることに伴い、
次代の社会を担う子どもを育成し、その家族を支援することなどを目的とする「子ども・子育て支援事
業計画」を策定する。

子どもが健やかに育つ環境の充実を図るため、乳幼児等医療費助成制度における入院医療費について、
対象年齢を小学校就学前から中学校卒業までに引き上げる。

「健幸都市　阪南　オンリーワン」をめざした健康づくりの一環として、日ごろの健康づくりの取り組
みをポイント化して健康イベントなどの健康づくりへの積極的な参加を促し、市民の健康意識の向上・
健康づくりの推進を図る。

阪南スカイタウンへの企業立地を促進し、産業の振興及び経済の活性化を図るため、進出企業に企業誘
致促進奨励金を交付する。

少子化対策の一環として妊婦健康診査費用の助成拡充を行い、母体や胎児の健康管理の充実と経済的負
担の軽減を図る。

（単位：千円）


